






























































































































































































































































































































































































































































































































































ツ P 2 T γまたは〃
晦〉0 十 一 □ ■ ？
d〃〉0 十 十 十 十 十
d〆＜c 十 ■ 一 十 ？
仰＞o 十 一 ■ 十 ？
が＞0 十 十 十 十 十
δκ＞0 十 一 十 十 十
dW〈O 十 ■ 十 十 十
節における分析から得られた結論は表1に要約されるω。
　表1から以下のことが指摘できよう幽。
　①輸入中間財価格の下落は実質所得の増加，物価の下落，貿易黒字をもたら
し，名目為替レートを増価させる可能性が高い。しかし，雇用量が拡大するか
縮小するかは確定できない。
　②拡張的な財政政策は実質所得の増加，物価の下落，名目為替レートの増価，
貿易赤字を生じさせる。ただし，財政政策の発動に伴う雇用創出効果について
は確定的なことがいえない。拡張的な金融政策は実質所得の増加，物価の上昇，
名目為替レートの減価，貿易黒字を発生させ，雇用を創出する。
③外国の製品価格の上昇は実質所得の増加，物価の下落，名目為替レートの
増価，貿易黒字を生じさせるが，雇用量がどのように変化するかは一概にいえ
ない。外国利子率の上昇は実質所得の増加，物価の上昇，名目為替レートの減
価，貿易黒字を引き起こし，雇用量を拡大させるであろう。
　④資本投入量の増加は実質所得の増加，物価の下落，貿易黒字を生じさせ，
雇用を創出する。名目賃金率の引き下げは実質所得の増加，物価の下落，貿易
黒字をもたらし，雇用量を拡大させる効果をもつ。また，資本投入量の増加と
名目賃金率の引き下げはともに名目為替レートを滅価させるであろう。
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　おわりに王これら①～④の結論をもとに，日本経済に対するインプリケ∵
シヲンを論じることにしよ、う。
　中間財輸入国は，輸入中間財価格など国際的に不安定な要因の影響宇受けや
すく，国内の景気動向は輸入中聞財価格の変化に依存することになる。具体的
には，その下落は実質的な減税の効果と同じになり，反対に，その上昇は実質
的な増弾の効果と同じになる。このため，資源g輸入依存度が高い日本経済は
資源価格（特に原油価格）の変動に左右されやすく，景気動向と資源価格との
問に強い相関関係が見出されるのである。また，保護貿易的措置によって申聞
財輸入を制限することは，経済成長を達成するうえで障害になり，自由貿易の
推進が欠かせないということが指摘できよう。
　景気対策として財政政策および金融政策を発動した場合，それらの政策はと
もに実質所得を増加させるものの，拡張的な財政政策は確実に雇用量を拡大さ
せるわけではないということに注意する必要がある。ゆえに，雇用拡大策とし
て確実な効果が期待できない財政政策を用いるべきでないといえる。雇用拡大
策として財政政策を発動することは財政赤字を拡大させることにつながりかね
な㌣・。、景気回復と雇用拡大を両立させるには，金融緩和策を発動することが有
効である。そして，資本投入量の増加（例えば，規制緩和を通じた外国企業の
日本市場への参入拡大），名目賃金率の引き下げ，技術進歩を引き起こすよう
な供給サイドを刺激する政第も景気を刺激し，雇用量の拡大に有効な手段とな
りえる。ここから，景気回復と雇用拡大を実現するには，短期的には金融緩和
を行い，長期的には供給政策（あるいは産業政策）を用いることが有効である一
と考えられる。景気回復と雇用拡大宇両立芦幸て国内均衡の達成を可能臣こする
幸融緩机資本投入量の増加，名目賃金率の引き下げは円高是正策としても有
効となりえる。つまり，国内均衡を達成することは為替レート、を円安化させる
ことにつながり，逆に為替レートを円安化ざせることが国内均衡の達成に不可
欠で争る、ともいえる。一
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　貿易黒字の削減という対外均衡（変動為替レート制下において国際収支は常
に均衡することになるから，対外均衡とは貿易収支の均衡を意味する）を達成
するには，内需拡大策（拡張的な財政政策）による需要拡大効果（貿易黒字縮
小効果）が，金融緩和による円安化の効果と供給サイドを刺激することによる
生産性上昇効果（貿易黒字拡大効果）を上回ることが必要になってくる。つま
り，対外均衡の達成には財政政策を割り当てることが求められるわけである。
しかし，貿易黒字の削滅は，現在推進されている財政再建という政策目標に反
して，財政赤字の拡大によってもたらされるというジレンマに陥ってしまうこ
とに注意しなければならない。ここで指摘しておきたいことは，製品輸入比率
が上昇しているとはいえ，他の先進国と比較すれば，その比率は依然として低
い状況にあり，加工貿易型のパターンをとる日本経済は，もともと貿易黒字が
発生しやすい経済構造にあるということなのである。
　さらに，本稿において詳細な分析を行わなかったが，規制緩和の効果につい
ても論じておこう。規制緩和は，需要を拡大させる効果と，資源配分を効率さ
せる効果という需給両面の効果を持つであろう。前者の効果が大きいほど（例
えば，流通障壁や参入障壁の緩和によって民間支出の増加を生じさせる場合），
拡張的な財政政策と同様に実質所得の増加，物価の下落，名目為替レートの増
価，貿易赤字を生じさせよう（ただし，この場合，財政政策と同様，雇用量を
拡大させるわけでないことに注意しよう）。逆に後者の効果が大きいほど（例
えば，規制緩和の一環として外国企業に対する参入障壁を取り除き，dK＞0
を生じさせ，資源配分の効率化を引き起こす場合），実質所得の増加，物価の
下落，名目為替レートの減価，貿易黒字を生じさせると考えられる（この場合，
実質賃金率の上昇を上回る生産性の上昇が生じ，雇用量が増加する）。規制緩
和が「内外価格差」の縮小や「高コスト構造」の是正を主たる目的として推進
されるかぎり，長期的には経済構造調整を引き起こし，需要拡大効果より資源
配分の効率化効果のほうが強く作用すると考えることができる。そのとき，規
　398
　　　　　　　　　　　　　中間財輸入とマクロ経済　　　　　　　　　　　　　117
制緩和は構造転換を通じてマクロ的な雇用量の拡大をもたらし，雇用情勢を好
転させるであろう㈱。このことから，規制緩和を短期的には財政政策に代わる
内需拡大策（貿易黒字削滅策）として，長期的には生産性を上昇させることを
通じて景気対策および雇用拡大策として用いることが考えられよう。
　ところで，近年，日本企業の海外展開の拡大とともに，貿易構造（輸入構
造）に変化が生じつつあることが指摘できる。小島清一橋大学名誉教授は，日
本の輸入を「生産体系輸人（中間財輸入）」と「需要体系輸入（完成消費財輸
入）」に分けて分析され，日本では生産体系輸入の比率が大きいこと，製品輸
入比率が上昇しているとはいえ，その中には守問財輸入が多く含まれているこ
と，しかし，その一方でユ985年以降，「需要体系輸入」が急増しつつあること
を指摘されているO蓼。小島名誉教授の指摘どおり，日本の輸入が申問財を中心
としたものであるとすれば，本稿のモデルをもとに，今日の臼本経済を分析す
ることが可能である。しかし，近年の『通商白書（総論）』は，日本企業の海
外展開の拡大とともに，産業内貿易や企業内貿易という水平貿易が進展し，資
本財や消費財（とりわけ消費財）を中心に逆輸入が増加しつつあることを明ら
かにしている。このことは，小島名誉教授のいう「需要体系輸入」の増加を意
味するものと解釈することができる。
　垂直的な国際分業構造から水平的な国際分業構造へと貿易構造が変化すると
ともに製品輸入比率が商まり，日本経済が輸入中問財価格の変化などの国際的
な経済惰勢に左右されない安定的な経済構造を構築しつつあるということがで
きる。さらに，中問財を申心とした輸入構造から最終財を中心とした輸入構造
への転換が進むにつれて，すなわち「生産体系輸入」から「需要体系輸入」へ
と構造的な変化が生じるにつれて，一現実の経済は最終財間の貿易を想定したマ
ンデルとフレミングのモデルヘと近づいていくことになる。日本企業の海外展
開に伴う貿易構造の転換のほかにも，近年におけるモノ・カネ・生産要素（広
義には企業を含む）のグローバルな規模での取り引きや動きが活発化し、いわ
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ゆる経済のグローバル化が進展するとともに，そして国際的に規制緩和が実施
されるとともに，商品の一物一価，金利裁定，要素価格の均等化が成り立つ傾
向にあり，市場メカニズム化が国際的に波及しつつある。これらの要因を考慮
した場合にも，マンデルとフレミングのモデルから導出される政策効果が妥当
性を持つことになろう。現実の経済がマンデルとフレミングが想定したモデル
ヘと近づくにつれて，経済政策の役割や割り当てがより明確化され，財政政策
は景気調整政策としてなんらの効力を発揮せず，金融政策のみが効力を持つこ
と，つまり，国内均衡には金融政策を，対外均衡には財政政策を割り当てるべ
きこと，そして，長期的には供給サイドを刺激することが宥効であるといえる
わけである。
　日本経済を考察対象とした場合，本稿のモデルとマンデルとフレミングのモ
デルとの聞には上述のような関係が見出され，2つのモデルは同一線上に位置
づけることが可能である。ただし，理論的に厳密な考察を加えるとするならば，
貿易構造の転換を取り入れることが必要であり，中問財の輸入のみならず，最
終財の輸入を含めたうえで日本経済に対するインプリケーションを導き出すべ
きであろう。本稿における分析の限界はこの点に求められる。それゆえに，現
実の経済に対する適用牲を高めた毛デルヘと発展させるためには，中間財と最
終財の輸入関数を同時に取り入れて経済政策の諾効果や宥効牲を考えることが
不可欠であるといえる。この問題については今後の検討課題として残しておき
たい。
注（1〕本稿の作成は，日本の貿易黒字問題を輸入構造に焦点を当てて考察した場合，いかなる含意が
　導出されるのか，という間題に端を発しているむ例えば横山［nコでは，円高や内需拡大のもと
　で目本の翰入が拡大しない理由を，輸入需要の価格弾力性や所得弾力性の低さに求め，また，そ
　れら弾力性の低さを一次産晶など非製品の輸入を中心とした輸入構造との関遵において説明を
　行った。そこから，日本経済の現状を理論的に分析するためには，中聞財輸入を含めたマクロ経
　済モデルに立脚することの必要性を感じたわけである。また，同じ時期に，小島［3］において，
　後述するような「生産体系輸入」と「需要体系輸入」という概念が提示され，さらに，小島［4］
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　第4章において，「僕給乗数」ないし「輸入乗数」が精綴化されて展閑されるに至り，本研究の
　課題や方向性が定まってきたということができる。本稿の作成にあたり，小島清一橋大学名誉教
　授から貴重なコメントをいただいたことに対して，記して謝意を表したい。
12）この点に関して，小島工4］第臭章では，日本経済の発展に係わるサプライ・サイドの重要性
　に着目して故赤松要博士の「供給桑数」ないし「輸入乗数」の拡張を図り，ケインズ型の外国貿
　易乗数（小島名誉教授は「需要桑数」と名付けておられる）との対比を行っている竈
13）基本モデルの構築にあたり，Fmdlay　and　Rodr軌ez［1］のほかに，松本工5］第6章，佐野［7］
　第6章，Schmid［8］，植田［9］第5章，馬田［10］などを参考にした。
14〕Fi皿d1町and　Rodrigue・［1］，佐野［71第6章における中問財輸入関数は，中闇財輸入量は中聞
　財と最終財との相対価格に依存することを想定している。しかし，中間財と最終財が代替関係に
　あると考えることは現実的でないといえよう。本稿では，馬田［10］と同様に，輸入量は産出水
　準に依存して決定されるという前提を置く。
（5）本稿のモデルから均衡解を得るうえで国際収支の均衡条件（6）式は必葵ではないが，〃曲線
　を導出するという目的のために提添している。
㈹最終財間の貿易の場合，自国と狐国の輸入需要の価格弾カ性の和が1より大きいことが外国為
　替市場の安定条件（マーシャル＝ラーナー条件〕になるが，中間財輪入を考慮した場合の外国為
　替市場の安定条件はoとして表すことができる。
17〕1∫曲線の勾配は（3）式と（4）式を全微分し，d身＝dr的1dP＝d〆＝O，当初F々三戸三p
　㌧1として導出し，工〃曲線の勾配は（5）式を全微分し，舳＝dP＝0として導出する。BP曲線
　の勾配は（3〕式と（6）式を全徴分してd直＝仰三dP＝d〆＝d〆＝O，当初ド竹＝P＝
　戸＝1とすることから求められる喧
18〕本稿では，初期の均衡において貿易収支と資本収支がともにゼロであると仮定して分析を進め
　て行く。
19〕Fmd1ay　and　Rodriguez［ユコ，佐野［7］では実質所得ツの変化に焦点が置かれ，植田［9コ，馬圓ヨ
　［lo］では糧産出量γの変化に焦点が置かれている。本稿では経済変数の変化が所得と雇周量に
　いかなる影響を与えるかという観点から両者の変化を取り上げる。
11ΦFmdlay　o皿d　Rodrigue。［ユ］においても同様の緒論を導出している。しかし，不完全資本移動を
　仮定した場合，政府支出の増カ日はλD曲線を右方にシフトさせる効果を持ち，確定的なことは
　いえないが，需要の拡大を通じて雇用量を拡大させる可能性があるといえる。
l1力表ユにおける符号は確定できないものもあるが，その場合には変化する可能催が高いものを提
　示している。
llオ詳しい分析は行っていないが，不完全資本移動下においても①一④の繕論は概ね妥当するであ
　ろう。ただし，注（1C）で述べたように，政府支出の増加は〃曲綴を右方にシフトさせるため
　に、雇用量の拡大と物価の上昇を生じさせる可能性がある。
幽　短期的には構造転換の過窪において市場の歪みが顕在化して規制緩和のマイナス効果が表れ，
　失業が増加してしまうことが考えられうる。
口4　小島［3］および［4］第5章を参照。
40I
120 早稲田商学第375号
参考文献
［1］　Fi口dlay．R，and　C．A．1～odriguez、’IntermEdiate　Imports　and　Macroecono皿1c　Po1icy　mder　F1exi－
　　ble　Exchange　Rates｝，C皿㎜！d加蜆∫伽〃〃ヅ五‘ω㎜㎜北軌Vol1O，1977，pp，208－217．
［2］　Flemm風J．M．，＾Do皿estic　Financial　Policles　under　F岨ed　and　Floating　Excha皿ge　Rateゴ，1〃F
　　∫施∬pゆ〃3，VoI9．1962．pp369－379．
［3］小島清「日本の輸入依存度一輸入拡大は容易ではない一」雌界経済評論』第38巻第5号，
　　1994年5月，pp24－33．
［4コーr開放経済体系」文眞堂，1996年、
［5］松本直樹r為替レートと介入のマクロ分析」日本評論社．1997年．
［6］M㎜dell，R　A，1肋㎜肋伽1E舳，㎜帆Mao皿illan，1968（渡辺・箱木・井川訳咽際経済学』ダ
　　イヤモンド社，ユ97ユ年）．
［7］佐野進策咽際収支理論研究』広島大学経済研究双書，1982年，
［8］　Schmld．M，一A　Model　of　Trade　m　Money，Goods　a皿d　Factors”，∫ω”刎ψ1〃榊刎舳1Ec㎝岨㎜｛帆
　　Vo16，ユ976，pp347－361
工9］植田和男順際マクロ経済学と日本緩済一一開放経済体系の理論と実証一j東洋経済新報社，
　　1983年．
［1Oコ馬田啓一「石油ショックとマクロ経済政策の理論一開放マクロ経済モデルによる分析一」
　　r杏林祉会科学研究』第8巻第1号，1991年9月，pp18－33．
［1l］横山将義「日本の貿易黒字はなぜ減少しないのか一貿易黒字削減策は何か一」r世界経済
　　評論」第38巻第4号，ユ994隼4月，pp，59－67．
402
